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は じ め に

近畿地方整備局では、これまでに発生した各不正事案を踏まえた再発防止策をとりまと
め、綱紀保持の更なる徹底、入札・契約事務の改善などの対策を実施してきました。
また、平成２４年１０月に高知県内における国土交通省発注の土木工事に関し、公正取

引委員会から省全体としての改善措置を求める要請を受け、国土交通本省においてとりま
とめられた「当面の再発防止対策について」を踏まえ、近畿地方整備局におけるコンプラ
イアンスの推進等の強化を図るための「近畿地方整備局コンプライアンス推進本部」を設
置し、従前の発注者綱紀保持のための取組計画を発展的に改め、毎年度、近畿地方整備局
コンプライアンス推進計画を策定し、コンプライアンスの推進に取り組んできました。
令和元年度（平成３１年度）においても、近畿地方整備局の職員一人一人が 「発注者、

としての綱紀保持」及び「公務員としての服務規律・倫理保持」の重要性を深く認識し、
国土交通省に対する社会的要請に応え、社会的責任を果たしていく意識を持ち続け、それ
が組織風土として継承されることを旨として、コンプライアンスの推進に強力に取り組ん
できました。
本書は 「令和元年度（平成３１年度）近畿地方整備局コンプライアンス推進計画」に、

基づき実施した取組状況等をとりまとめ、報告するものであります。

令和元年度（平成３１年度）コンプライアンス推進の主な取組状況
取組名　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月　 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

コンプライアンス
推進本部会議

コンプライアンス
推進室会議

コンプライアンス担当
建設専門官等会議

ブロックコンプライアンス・
チーム会議

6/13和歌山Ｂ
6/24大阪Ｂ

7/1滋賀Ｂ
7/1兵庫Ｂ
7/3福井Ｂ
7/10奈良Ｂ
7/12京都Ｂ
7/22港湾Ｂ

10/18和歌山Ｂ
10/18港湾Ｂ

12/12大阪Ｂ 1/14滋賀Ｂ
1/16福井Ｂ
1/21京都Ｂ
1/23兵庫Ｂ
1/28和歌山Ｂ

港湾Ｂ

コンプライアンス
ミーティング

コンプライアンス
トレーニング

研修・講習

4/1新規採用（集合 5/15新任管理職
5/23河川管理

5/29滋賀Ｂ情報セ
キュリティ講習会

6/3道路管理
6/3用地（初級）
6/13新規採用（職
場）

6/13和歌山Ｂ講習
会
6/20契事官会議
6/24大阪Ｂ講習会

7/1行政基礎Ⅱ
7/8新任係長Ⅰ
7/11広域都市

7/1滋賀Ｂ講習会
7/3営繕部勉強会
7/3福井Ｂ講習会
7/12京都Ｂ講習会

9/2建設生産
9/4建設産業
9/9新技術
9/30行政基礎Ⅰ

10/7建設生産
10/9総務専門
10/31環境技術

10/10滋賀国道情
報セキュリティ対策
説明会
10/10奈良・三重Ｂ
講習会
10/18和歌山Ｂ講
習会
10/25兵庫Ｂ不当
要求関連講習会
10/30大阪府域不
当要求行為に関す
る意見交換会
10/31滋賀Ｂハラ
スメント講習会
10/31大阪Ｂ講習
会

11/5土砂災害
11/11河川・道路
技術
11/13用地（上級）
11/25新任係長Ⅱ

11/1大阪港湾公
務員倫理講習会
11/5舞鶴港湾公
務員倫理講習会
11/11福井Ｂ不当
要求対策研修会
11/11文書管理に
関する説明会
11/11神戸港湾・
神戸技調公務員倫
理講習会
11/12福井Ｂ講習
会
11/14滋賀Ｂ不当
要求行為対策講習
会

12/3浪速国道ハラ
スメント講習会
12/4和歌山港湾
公務員倫理講習会
12/17和歌山Ｂハ
ラスメント講習会
12/19大阪Ｂ講習
会
12/19神戸市内事
務所コンプライアン
ス等意見交換会

2/7福知山

　
事務所巡回

（情報共有・意見交換）

7/22猪名川
7/31琵琶湖

8/27舞鶴港湾
8/28九頭竜ダム
8/28京都国道
8/30滋賀国道

9/2飛鳥公園
9/5姫路
9/18木津川
9/26福知山
9/26浪速国道
9/27紀南

10/2明石公園
10/3大戸川ダム
10/9大阪国道
10/25淀川
10/28兵庫国道

11/11奈良国道
11/13六甲砂防
11/13和歌山
11/14京都営繕
11/25大阪港湾・
空港整備
11/29紀伊山系・
紀ノ川ダム
11/29福井・足羽
川

12/2淀統
12/2近技
12/4豊岡
12/5神戸港湾
12/5神戸港湾技
調
12/16和歌山港湾
12/17大和川

ミーティング

（第１回）
※発注者綱紀保持

5/30～7/5

建設専門官
等会議

4/25

トレーニング
（第１回）

6/5～7/12

コンプライアン
ス研修

9/11～13

※オープン講義

推進本部
会議

4/23

推進本部
会議

5/28

推進本部
会議

6/10

推進本部
会議

7/23

推進本部
会議

9/2

推進本部
会議

10/8

推進本部
会議

11/12

推進本部
会議

12/9

推進本部
会議

1/15

推進本部
会議

2/12

推進本部
会議

3/24

ミーティング

（第２回）
※公文書管理
7/29～9/24

ミーティング

（第３回）
※理解度チェック

11/1～11/29

ミーティング

（第４回）

※ハラスメント
12/9～1/24

トレーニング
（第2回）

9/5～10/17

トレーニング
（第3回）

12/4～1/24

建設専門官
等会議

5/30

建設専門官
等会議

6/20

建設専門官
等会議

7/25

建設専門官
等会議

9/5

建設専門官
等会議

10/10

建設専門官
等会議

11/15

建設専門官
等会議

12/19

建設専門官
等会議

1/20

建設専門官
等会議

2/14

建設専門官
等会議

3/26

推進室
会議

4/17

推進室
会議

10/1

推進室
会議

2/3
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近畿地方整備局コンプライアンス推進計画の取組状況

Ⅰ コンプライアンス推進体制
１ コンプライアンス推進本部等

近畿地方整備局は、コンプライアンスの推進及びそのための内部統制の強化を図
るため、平成２４年１１月２０日付で 「近畿地方整備局コンプライアンス推進本、
部 （以下 「推進本部」という ）を設置した。」 、 。

、 、 、また 推進本部の所掌事務を補佐し 推進計画を効果的・効率的に推進するため
推進本部の決定により「近畿地方整備局コンプライアンス推進室」を設置した。
さらに、推進本部（コンプライアンス推進室 、ブロックコンプライアンス・チ）

ーム、事務所コンプライアンス・チームからなる三層の推進体制を構築し、コンプ
ライアンス対策を推進しているところである。
平成３１年度においても現体制を維持し、原則毎月開催する推進本部会議におい

ては、推進計画の実施状況を把握し、近畿地方整備局におけるコンプライアンスの
推進を図る。

（注）本文中、実線枠囲いの部分は、令和元年度（平成３１年度）コンプライアンス推進計画の

文章である。

（取組実績）
コンプライアンスの推進を図るため、コンプライアンス推進室を事務局として、以下

のとおりコンプライアンス推進本部会議を原則毎月開催し、コンプライアンス推進計画
の実施状況を把握しました。また、平成３１年４月の組織改正により新設された統括防
災官をコンプライアンス推進本部員に加え、併せて総括防災調整官をコンプライアンス
推進室員に加えた体制でコンプライアンスの推進をしました。

○ コンプライアンス・アドバイザリー委員会（外部有識者委員会）

◎ コンプライアンス推進本部 【委員】 飯村　佳夫　弁護士　（旧発注者綱紀保持委員会外部委員）

【本部長】 局長 諸石　光煕　弁護士　（　〃　）

【副本部長】 副局長２名 吉川　吉衞　国士舘大学防災・救急救助総合研究所客員教授（〃）

【本部員】 総務部長　　企画部長　　建政部長　　河川部長　　道路部長 井上　圭吾　弁護士

港湾空港部長　　営繕部長　　用地部長　　統括防災官 　※ 取組状況等の説明 渡邉　直樹　公認会計士・税理士　 ［事務局］主任監査官

【コンプライアンス推進責任者】事務所長　※本部長の求めにより参画

［事務局］総務部総務課・港政調整官

○ コンプライアンス推進室 主任監査官

【室長】 総務部長
【室員】 適正業務管理官（庶務統括） 総括調整官２名

調査官（渉外） 人事計画官 契約管理官２名
総務課長 企画調査官 技術調整管理官
技術開発調整官 建設産業調整官 河川調査官 主任監査官 港湾空港部技術審査官

道路企画官 港湾空港企画官 港政調整官 入札契約監査官 港湾空港部品質確保室長

営繕調査官 用地調整官 総括防災調整官 監査官（事務）

［事務局］総務部総務課・港政調整官 監査官（技術）

（◎＝ブロック統括事務所）

○ ブロックコンプライアンス・チーム(7ブロック・港湾１ブロック）  ・福井ブロック ◎福井河川国道、足羽川ダム、九頭竜川ダム

【ブロック長】　代表事務所副所長（事務）  ・京都ブロック ◎京都国道、福知山河川国道、京都営繕

コンプライアンス担当建設専門官 等  ・滋賀ブロック ◎滋賀国道、琵琶湖河川、大戸川ダム

事務所コンプライアンス・チーム  ・大阪ブロック ◎淀川河川、猪名川河川、大和川河川、大阪国道、浪速国道

　 淀川ダム統合管理、近畿技術   

 ・兵庫ブロック ◎兵庫国道、姫路河川国道、豊岡河川国道、六甲砂防

　 国営明石海峡公園

 ・和歌山ブロック ◎和歌山河川国道、紀南河川国道 

 ・奈良・三重ブロック ◎奈良国道、木津川上流河川、紀の川ダム統合管理

　 紀伊山系砂防、国営飛鳥歴史公園

 ・港湾ブロック ◎神戸港湾、舞鶴港湾、大阪港湾・空港整備、和歌山港湾

○本局各部 ○各事務所 　 神戸港湾空港技術調査

各部長 【コンプライアンス推進責任者】　事務所長
事務所コンプライアンス・チーム

：副所長（事務）、副所長（技術）、総務課長 等

近畿地方整備局コンプライアンス推進体制　（H31.4.1～）

三層のコンプライアンス体制　（推進本部・事務所・ブロック）

推進本部

ブロック

本局・事務所

提 言

説 明

意 見

連 携

取
組
指
示

取
組
報
告

取
組
指
示

取
組
報
告

連
携
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○第１回推進本部会議（平成３１年４月２３日開催）

・ 近畿地方整備局コンプライアンス推進本部規則」の一部改正「

・ 近畿地方整備局コンプライアンス推進室の設置について」の一部改正「

・平成３１年度近畿地方整備局コンプライアンス推進計画

・平成３０年度第４回コンプライアンスミーティングの実施状況

○第２回推進本部会議（令和元年５月２８日開催）

・令和元年度第１回コンプライアンスミーティングの開催について

・コンプライアンス推進責任者から事務所の取組状況報告

（淀川ダム統合管理事務所、近畿技術事務所）

○第３回推進本部会議（令和元年６月１０日開催）

・令和元年度コンプライアンス推進計画「Ⅳ その他コンプライアンスの推進を図る事項」の

年間計画について

・コンプライアンス推進責任者から事務所の取組状況報告

（福井河川国道事務所、紀伊山系砂防事務所）

○第４回推進本部会議（令和元年７月２３日開催）

・令和元年度近畿地方整備局コンプライアンス推進計画

・令和元年度第２回コンプライアンスミーティングの開催

・コンプライアンス推進責任者から事務所の取組状況報告

（足羽川ダム工事事務所）

○第５回推進本部会議（令和元年９月２日開催）

・令和元年度第１回コンプライアンスミーティングの実施状況

・令和元年度コンプライアンス研修

○第６回推進本部会議（令和元年１０月８日開催）

・上半期の取組状況

・下半期の取組（案）

・コンプライアンス推進責任者から事務所の取組状況報告

（国営飛鳥歴史公園事務所、和歌山河川国道事務所）

○第７回推進本部会議（令和元年１１月１２日開催）

・令和元年度第２回コンプライアンスミーティングの実施状況

・令和元年度 不当要求行為に関する意見交換会（大阪府域）

・コンプライアンス推進責任者から事務所の取組状況報告

（大戸川ダム工事事務所、猪名川河川事務所）

○第８回推進本部会議（令和元年１２月９日開催）

・令和元年度第３回コンプライアンスミーティング実施状況（速報）

・国家公務員倫理月間（2019年12月）

・ハラスメント防止対策の最近の動向

・令和元年度第４回コンプライアンスミーティングの開催について

・コンプライアンス推進責任者から事務所の取組状況報告

（大和川河川事務所、九頭竜川ダム統合管理事務所）
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○第９回推進本部会議（令和２年１月１５日開催）

・令和元年度定期監察「テーマ②コンプライアンスの徹底に関する取組」の実施結果の講評

・コンプライアンス推進責任者から事務所の取組状況報告

（京都国道事務所、神戸港湾事務所）

○第１０回推進本部会議（令和２年２月２５日開催）

・令和元年度近畿地方整備局コンプライアンス推進計画の取組状況

・令和元年度コンプライアンス推進室員による事務所巡回の状況

・令和２年度近畿地方整備局コンプライアンス推進計画（案）

○第１１回推進本部会議（令和２年３月２４日開催）

・令和２年度近畿地方整備局コンプライアンス推進計画（案）

・ 近畿地方整備局コンプライアンス推進体制について」の一部改正（案）「

・事務所入札結果情報漏えい事案

２ コンプライアンス推進室
コンプライアンス推進室員は連携して、全ての事務所を巡回し、コンプライアン

ス推進責任者及び事務所コンプライアンス・チームメンバーと、情報共有を図ると
ともに、意見交換を進める。

（取組実績）
推進室会議を定期的に開催し、コンプライアンス推進計画の実施状況についての意見

交換、令和２年度コンプライアンス推進計画（案）の作成等を行いました。
、 、 （ ） （ ）また 推進室員１９名が ２名 事務・技術 のチームで全ての事務所 ３３事務所

を巡回し 「コンプライアンスの徹底に関する取組事例や課題 「事業者等との応接方、 」、
法の実態、情報管理の適正化 「若手育成、技術力向上、執務環境」等について、コン」、
プライアンス推進責任者 事務所長 及び事務所コンプライアンス・チームメンバー 副（ ） （
所長・総務課長）と情報共有及び意見交換を行いました。

○令和元年度コンプライアンス推進室員による事務所巡回実績

コンプライアンス全般についての事務所としての取
り組み姿勢
発注者綱紀保持規程関係
• 事業者との応接方法
• 情報管理の適性化
• コンプライアンスミーティング・トレーニング
• 過去の不祥事案の活用
不当要求対応関係
服務・倫理関係
公文書管理関係
その他
• 事務所の運営について
• 事業執行について
• 事務所・本局の「報告・連絡・相談」について
• 入札契約手続きに関する業務について

意見交換等のテーマ（参考）

事務所名 巡回実施日

猪名川河川事務所 井尻適正業務管理官 福岡営繕調査官 7月22日

琵琶湖河川事務所 猪狩総括調整官 寺沢企画調査官 7月31日

舞鶴港湾事務所 若林総括調整官 仲田港政調整官 8月27日

九頭竜川ダム統合管理事務所 河村人事計画官 粟津総括防災調整官 8月28日

京都国道事務所 井尻適正業務管理官 寺沢企画調査官 8月28日

滋賀国道事務所 河村人事計画官 山本河川調査官 8月30日

国営飛鳥歴史公園事務所 竹下用地調整官 増田技術開発調整官 9月2日

姫路河川国道事務所 福田調査官 山本河川調査官 9月5日

木津川上流河川事務所 斉木総務課長 増田技術開発調整官 9月18日

福知山河川国道事務所 釜矢契約管理官 竹内道路企画官 9月26日

浪速国道事務所 河村人事計画官 増田技術開発調整官 9月26日

紀南河川国道事務所 井尻適正業務管理官 山本河川調査官 9月27日

国営明石海峡公園事務所 斉木総務課長 宮川技術調整管理官 10月2日

大戸川ダム工事事務所 釜矢契約管理官 増田技術開発調整官 10月3日

大阪国道事務所 福田調査官 寺沢企画調査官 10月9日

淀川河川事務所 永富建設産業調整官 福岡営繕調査官 10月25日

兵庫国道事務所 猪狩総括調整官 斉木総務課長 10月28日

奈良国道事務所 猪狩総括調整官 斉木総務課長 11月11日

六甲砂防事務所 竹下用地調整官 粟津総括防災調整官 11月13日

和歌山河川国道事務所 猪狩総括調整官 斉木総務課長 11月13日

京都営繕事務所 斉木総務課長 山本河川調査官 11月14日

大阪港湾・空港整備事務所 若林総括調整官 仲田港政調整官 11月25日

福井河川国道事務所 福田調査官 宮川技術調整管理官 11月29日

足羽川ダム工事事務所 福田調査官 宮川技術調整管理官 11月29日

紀伊山系砂防事務所 永富建設産業調整官 竹内道路企画官 11月29日

紀の川ダム統合管理事務所 永富建設産業調整官 竹内道路企画官 11月29日

担当推進室員 事務所名 巡回実施日

淀川ダム統合管理事務所 釜矢契約管理官 粟津総括防災調整官 12月2日

近畿技術事務所 釜矢契約管理官 粟津総括防災調整官 12月2日

豊岡河川国道事務所 竹下用地調整官 福岡営繕調査官 12月4日

神戸港湾事務所 新村港湾空港企画官 仲田港政調整官 12月5日

神戸港湾空港技術調査事務所 新村港湾空港企画官 仲田港政調整官 12月5日

和歌山港湾事務所 道端契約管理官 仲田港政調整官 12月16日

大和川河川事務所 猪狩総括調整官 宮川技術調整管理官 12月17日

担当推進室員
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３ ブロックコンプライアンス・チーム
管内事務所を８ブロックに分割した「ブロックコンプライアンス・チーム」にお

いて 各ブロックで定期的に会議を行い チームメンバー相互の連携 情報共有 コ、 、 、 （
ンプライアンスミーティング及びトレーニングの結果、時宜にかなったコンプライ
アンス情報、既定のルールの周知徹底 、事務所の懸案事項についての意見交換を）
行い、コンプライアンスの推進強化を図る。
また、指導的立場にあるコンプライアンス担当建設専門官等（ブロックチームの

事務局長）は、原則毎月１回開催されるコンプライアンス担当建設専門官等会議に
おいて、各自がブロック内事務所の中核となってコンプライアンスに対する意識の
啓発活動の運営をスムーズに行うための情報共有を行う。

（取組実績）
１）ブロック体制

８ブロック体制とした「ブロックコンプライアンス・チーム」において、ブロック
での意見交換やコンプライアンストレーニングの実施等の取組を行いました。

○ブロック体制
・福井ブロック ◎福井河川国道、足羽川ダム、九頭竜川ダム
・京都ブロック ◎京都国道、福知山河川国道、京都営繕
・滋賀ブロック ◎滋賀国道、琵琶湖河川、大戸川ダム
・大阪ブロック ◎淀川河川、猪名川河川、大和川河川、大阪国道、浪速国道、

淀川ダム統合管理、近畿技術
・兵庫ブロック ◎兵庫国道、姫路河川国道、豊岡河川国道、六甲砂防、国営明石海峡公園
・奈良・三重ブロック ◎奈良国道、紀伊山系砂防、木津川上流河川、

紀の川ダム統合管理、国営飛鳥歴史公園
・和歌山ブロック ◎和歌山河川国道、紀南河川国道
・港湾ブロック ◎神戸港湾、舞鶴港湾、大阪港湾・空港整備、和歌山港湾、

神戸港湾空港技術調査
（◎は、コンプライアンス担当建設専門官ポストの存するブロック統括事務所）

２）コンプライアンス講習会の開催
各ブロックにおいて、発注者綱紀保持、服務・公務員倫理、ハラスメントの防止、

不当要求対策、公文書管理等をテーマに講習会を開催しました。

○コンプライアンス講習会等
開催日 講習会名

令和元年６月13日 和歌山ブロック「コンプライアンス講習会」
６月24日 大阪ブロック「コンプライアンス講習会」
７月１日 滋賀ブロック「コンプライアンス講習会」
７月３日 福井ブロック「コンプライアンス講習会」
７月 日 京都ブロック「情報セキュリティ講習会」
７月12日 京都ブロック「コンプライアンス講習会」
10月10日 奈良・三重ブロック「コンプライアンス講習会」
10月18日 和歌山ブロック「ハラスメント講習会」
10月31日 滋賀ブロック「ハラスメント講習会」
10月31日 大阪ブロック「コンプライアンス講習会」
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開催日 講習会名

令和元年11月11日 滋賀ブロック「公文書管理講習会」
11月12日 福井ブロック「公文書管理講習会」

12月 ６日 福井ブロック「ハラスメント講習会」
12月19日 大阪ブロック「公務員倫理講習会」
12月19日 大阪ブロック「ハラスメント講習会」
12月19日 兵庫ブロック「公文書管理講習会」
12月20日 滋賀ブロック「ハラスメント講習会」
12月20日 京都ブロック「ハラスメント講習会」

令和２年 １月23日 兵庫ブロック「ハラスメント講習会」

３）コンプライアンス担当建設専門官等会議の開催
コンプライアンス担当建設専門官等会議を原則毎月１回開催し 「コンプライアン、

スミーティングのテーマについての意見交換 「コンプライアンスに関するトピック」、
の情報提供 「各ブロックにおけるコンプライアンスの取組」等について、情報共有」、
及び意見交換を行いました。

○コンプライアンス担当建設専門官等会議

開催日 主 な 議 題

平成31年４月25日 平成３１年度各ブロックコンプライアンス推進計画 外

令和元年５月30日 令和元年度第１回コンプライアンスミーティング 外

６月20日 平成３０年度コンプライアンス報告書 外

７月25日 令和元年度第１回コンプライアンストレーニングの実施状況 外

９月５日 令和元年度第１回コンプライアンスミーティングの実施状況 外

10月10日 上半期の取組状況、下半期の取組（案）

11月15日 コンプライアンス推進に関する取組の実施について 外

12月19日 第４回コンプライアンスミーティングﾉの開催 外

令和２年１月20日 第３回コンプライアンスミーティングの実施状況 外

２月14日 令和２年度コンプライアンス推進計画（案） 外

３月26日 事務所入札結果情報漏えい事案 外
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４ 事務所コンプライアンス・チーム
、 「 」 、副所長 総務課長等で構成される 事務所コンプライアンス・チーム において

再発防止策の徹底・フォローアップ、コンプライアンスの日常啓発など事務所にお
けるコンプライアンス対策の一層の推進を図る。

（取組実績）
、 （ ） 、各事務所において コンプライアンス推進責任者 事務所長 又は事務担当副所長が

所内会議などを通じて 「コンプライアンス全般に関する注意喚起 「再発防止策の周、 」、
知徹底 「コンプライアンスに関する情報提供 「公務員の不祥事例の周知及び注意」、 」、
喚起」等を行いました。
また、事務所独自の取組として講習会、勉強会等を開催し、職員の意識向上に努めま

した。

５ コンプライアンス・アドバイザリー委員会
外部有識者で構成される「近畿地方整備局コンプライアンス・アドバイザリー委

員会」において、コンプライアンス推進の取組結果及び次年度推進計画等について
委員の意見を伺い、取組等に反映する。
なお、万が一不適正な事案が発生した場合においては、同委員会に調査結果等を

報告し委員の意見を伺い再発防止対策等に反映する。
（取組実績）

令和２年３月１３日（金）に開催し、平成３１年度（令和元年度）の近畿地方整備局
コンプライアンス推進の取組結果を報告し、また、令和２年度近畿整備局コンプライア
ンス推進計画（案）に対する委員からの意見・助言をただく予定であったが、新型コロ
ナウィルス感染予防に向けた対応として、急遽開催を中止としました。
アドバイザリー委員へ委員会での説明資料や令和２年度近畿整備局コンプライアンス

推進計画（案）を送付し、電話等で説明を行い、助言・意見をいただくこととし、いた
だいた助言・意見を踏まえ、令和２年３月２４日付けで推進計画の決定をしました。
なお、今年度は、委員会に報告すべき不適正な事案は発生していません。
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Ⅱ 発注事務に係る法令の遵守及び綱紀の保持
１ 法令の遵守及び綱紀保持の徹底

平成３０年度に実施した確認チェックの結果を踏まえ、近畿地方整備局発注者綱
紀保持規程（以下 「規程」という ）における「事業者等との応接方法 「規定、 。 」、

」 「 」に抵触すると思料する事実を確認した場合の報告 及び 不当な働きかけへの対応
に重点をおいた取組を実施する。

（１）発注者の綱紀保持に関する基本事項の徹底
規程に規定する職員の責務、秘密の保持等の基本事項について、コンプライアン

スミーティングや研修等の場を活用し、職員に周知徹底する。
（２）事業者等との応接ルールの徹底

事業者等との応接にあたっては、原則として受付カウンター等オープンな場所で
複数の職員により対応するなど、近畿地方整備局発注者綱紀保持規程第５条に規定
する「事業者等との応接方法 「豊岡河川国道事務所等における不正事案を踏ま」、
えた再発防止策について」で定める「職員と業者の接し方の改善」及び平成２７年

「 」 、１月１６日付 建設事業者等に対する応接方針について により取り組むこととし
コンプライアンスミーティングや研修等の場を活用し、事業者からの必要な情報収
集については引き続いてしっかりと行いつつ、国民の疑惑や不信を招くことのない
公平かつ適切な応接を行うよう、コンプライアンスミーティングや研修等の場を活
用し、ルールの再確認や取組状況の確認を行う。

（３）不当な働きかけへの対応等
入札契約に関する業務について事業者等から不当な働きかけに該当すると思料す

る行為を受けた場合において、直属の上司及び発注者綱紀保持担当者を通じて組織
管理の責任者である局長への報告を確実に行うよう、コンプライアンスミーティング
や研修等の場を活用し、職員に周知徹底する。
また、発注事務の公正な職務の執行を損なうおそれのある不当な働きかけがあった

場合においては、近畿地方整備局発注者綱紀保持規程第１２条の対応ルールに従い、
組織として必要な措置を講ずる。

（取組実績）
第１回コンプライアンスミーティングのテーマとして取り上げ、コンプライアンス等

携帯シートを参照しながら、全職員に確認・周知を行いました。また、整備局が主催す
る原則全ての研修において研修題材として取り上げたほか、各ブロック等で実施してい
る講習会等においても周知を行いました。
しかし、第３回コンプライアンスミーティングにおいて実施した理解度チェックの結

果では、事業者等との応接方法（正答率７６％）､不当な働きかけに該当すると思料す
る行為を受けたときの対応（正答率６０％）の理解度が低かったことから、次年度にお
いても重点をおいた取組として実施します。また、引き続き次年度においても副所長室
の大部屋化又は相部屋化の取組の推進を図ります。
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○第１回コンプラアンスミーティングの概要

○第３回コンプライアンスミーティング結果

○副所長室の相部屋化（京都国道事務所）

【事例１】

ゴールデンウィークの長期休暇中に実家へ帰省した○○河川国道事務所の発注担当
課のＡ課長は、中学校を卒業して以来一度も会うことがなかった中学時代に仲のよか
ったＢさんと偶然再会をしました。

Ａ課長 久しぶりだね。元気にしているの。
Ｂさん 元気でやっているよ。でも、仕事がうまくいってなくて。
Ａ課長 確かＢの実家は、建設会社を経営していたんだっけ。

、 、Ｂさん 大学を卒業して地元の銀行で働いてたんだけど 父親が最近亡くなって
会社を引き継いだんだ。
しかし、建設業界のことがよく分からなくて、売り上げがさっぱりで。

Ａ課長 たいへんだなぁ。
Ｂさん ところでＡは今何をしているの。
Ａ課長 ○○河川国道事務所で発注担当課の課長をしてる。
Ｂさん 公共工事の発注手続きのことがよく分からないだけど、今度教えてくれ

ないかなぁ。
Ａ課長 一般的な手続きのことなら説明できると思うので、必要があれば、自分

が勤務している○○河川国道事務所へ来てよ。実務に詳しい係長と一緒に
説明してあげるよ。

後日、ＢさんがＡ課長を訪ねて○○河川国道事務所へやってきました。Ａ課長は、
Ｃ係長と一緒にドアを閉めた会議室で公共工事の発注手続き等の説明をしました。

それから数日後に、Ｂさんが「教えてもらった内容で分からないことがあって、も
う一度教えてもらいたいんだけど 」とＡ課長を突然訪ねて来ました。その日は会議。
室が空いておらず、また、Ｃ係長も外出していたため、玄関ホールのオープンなスペ
ースに設置されている打合わせテーブルでＡ課長一人で説明をしました。

Ｂさん 説明を聞いてよく分かったよ。ありがとう。
Ａ課長 分からないことがあったら、問い合わせてくれたらいいよ。
Ｂさん ところで、会社の経営が行き詰まっていて、困ってるんだ。××工事を

受注したいので、なんとか予定価格を教えてもらえないだろうか。
Ａ課長 そんなことは教えられないよ。また、そのようなことを聞くことは不当

な働きかけになるので、問題になるんだぞ。
Ｂさん それなら、せめて、入札参加業者名ぐらい教えてもらえないかなぁ。工

事の受注実績がなければ、銀行からの融資も受けられない。このままじゃ
会社が倒産するかもしれないんだ。助けてくれ。

Ａ課長 仕方が無いなぁ、入札参加業者名だけだぞ。後日、会社へ連絡するよ。
ただし、二度とそのようなことを聞かないでくれよ。

Ｂさん 恩にきるよ。

、 、外出先から事務所へ戻ってきたＣ係長は ＢさんがＡ課長を訪ねて来ていると聞き
一緒に応接した方がよいと思い、Ａ課長を探して、玄関ホールの打合せテーブルに近
づいたとき、先の会話を聞いてしまいました。
Ｃ係長は、Ａ課長の対応に疑問を感じたが、Ａ課長がＢさんの会社へ連絡をして参

事業者等 閉じられた部屋事業者等 オープンな場所

事業者等事業者等 閉じられた部屋オープンな場所 単独の職員複数の職員

対応

単独の職員 複数の職員

事業者等との対応であっても、単なる書類の授受や社会通念上の儀礼的な挨拶は
単独の職員により対応できます。

ただし、事業者等との対応にあたっては、疑惑や不信を招くことがないよう常に心がけてください。

★ 内部報告は違反行為の未然防止や事態の深刻化を回避するための重要な制度です。そのため

規程第６条に定める報告は、報告先を直属の上司等ではなく「発注者綱紀保持担当者（適正業務

管理官又は港政調整官 」とし、規程第１０条により報告を行った職員の保護を図り、職員が報）
告をしやすいような措置が講じられています。証拠がない、誤報かも知れない等といったことは

心配せず、知り得たことをそのまま報告するようにしてください。

★ 結果的に誤報であっても、故意に虚偽の報告をするなど他人に損害を加える目的その他の目
的でない限り、報告を行ったことにより不利益な取扱いを受けることはありません。
（規程第８条第２項、第３項）

【報告の例】
Ｂ副所長が、一人でＡ社長と面会し、長時間話をして
いるのをたびたび目撃した。
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（４）公務員倫理の徹底
職務の執行の公正さに対する国民の疑惑や不信を招くような行為の防止を図る

ため、コンプライアンスミーティングや研修等の場を活用し、職員に周知徹底す
る。
また、国家公務員倫理週間にあわせて、セルフチェックシート等を用いて自己点

、 。 、 、 、検を実施し 公務員倫理について再認識する さらに 新任課長 新任専門官等に
自習研修教材を提供するとともに、新規採用職員に対してeラーニング教材を用い
て、研修を行う。

（取組実績）
整備局が主催する原則全ての研修において研修題材として取り上げたほか、各ブロッ

ク等で実施している講習会等においても周知を行いました。
また、国家公務員倫理月間（１２月）にあわせて、全職員を対象として 「国家公務、

員倫理法・倫理規程セルフチェックシート」を用いた自己点検を実施したほか、啓発ポ
スターの掲示、倫理週間パンフレットの配布を行いました。
また、新任課長、新任専門官等を対象に自習研修教材「公務員倫理を見つめ直す（本

省課長補佐級職員用 」を提供し、新規採用職員には 「公務員倫理について学ぶ（一般） 、
職員用 」を用いた研修を実施しました。）

国家公務員倫理法・倫理規程セルフチェックシート　基礎編

部局名　　　　　　　　　

　各設問を読んで、正しいものに「○」を、間違っているものに「×」を記入してください。

番号 問　　　題 回答

1
倫理規程は、職員の職務と利害関係のある事業者等や個人との間の行為について規定している
が、この「事業者等」とは、営利目的事業を営んでいる者を指し、国はもとより、公益法人や地
方公共団体等は含まれない。

2
補助金交付の事務に携わっている場合、補助金の申請者だけでなく、申請が認められ、現にその
補助金の交付を受けて交付対象の事務・事業を行っている者は、利害関係者になる。

3
「事業の発達、改善及び調整」に関する事務を所掌している場合、その対象になる事業を行って
いる事業者等（いわゆる所管業界の企業等）は、たとえ許認可や補助金交付の関係がなくても、
利害関係者になる。

4
自分が契約に関する事務に携わっている場合、かつて契約関係があったが現在は契約関係がな
く、契約を申し込む予定もないような企業は、利害関係者にはならない。

5
自分が異動した場合、異動前に自分の利害関係者だった企業が引き続き後任者にとっての利害関
係者になっていても、今の自分のポストでその企業と仕事上の関係がなければ、自分にとっては
利害関係者にならない。

6
多くの人が出席する立食パーティーなら、利害関係者が主催するものであっても、倫理規程上の
問題はない。

7
利害関係者から接待を受けることは禁止されているが、仕事で出席した会議で、弁当の提供を受
けることは、利害関係者からであっても認められる。

8
自分の分の費用を負担して、利害関係者と共に飲食をする場合であっても、自分の飲食に要する
費用が１万円を超えるときは、倫理監督官への届出が必要である。

9

利害関係者である業者が「課の皆さんでどうぞ」と言ってビール券を置いていったので、課の懇
親会で使った、また、一部をその業者と利害関係のない隣の課におすそ分けをし、その課でも懇
親会で使った、というようなケースは、個人で使ったわけではないので、倫理規程上の問題はな
い。

10 利害関係者からのせん別は、１万円以内であれば受け取ることができる。

11
利害関係者の家族が亡くなった場合、香典を出すことは問題ないが、それに対する香典返しは、
どのようなものであれ、受け取ることはできない。

12
無償で利害関係者から物品を借りることは禁止されているので、仕事で利害関係者を訪問したと
きも、ボールペン１本であっても借りることは認められない。

13
無償で利害関係者からサービスの提供を受けることは禁止されているので、仕事で利害関係者を
訪問したときに、経費で帰りのタクシーを用意すると言われても、提供を受けることは認められ
ない。

14
利害関係者とのゴルフは禁止されているので、自分が会員となっているゴルフ場で、ゴルフクラ
ブの指定によってたまたま利害関係者と一緒の組になった場合でも、一緒に回ることはできな
い。

15
利害関係者と一緒に旅行をすることは、自分の分の費用を負担していれば倫理規程上の問題はな
い。

16
私的な関係がある利害関係者との行為は、禁止行為でも例外として認められ得るが、この「私的
な関係」には、仕事を通じて知り合って親しくなった関係も含まれる。

17
利害関係者でない事業者等からでも、何度も繰り返し接待を受けることは、倫理規程上問題があ
る。

18
国の補助金や経費で作成される書籍等であっても、実際にその監修作業を行った場合には監修料
を受け取ることができる。

19
利害関係者に該当しない事業者等から支払を受けた原稿料や監修料については、氏名や府省名を
明らかにしないで行った場合であれば、贈与等報告書を提出する必要はない。

20 贈与等報告書を提出しなかったり、虚偽の事項を記載したりすると、懲戒処分の対象になる。
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（５）内部通報制度の周知と適正な運用
規程及び服務・倫理に対する違反に関しての窓口への通報は違反行為の未然防

止や事態の深刻化を回避する正しい行為であること、また、通報した職員は不利
益な取り扱いを受けないことを、コンプライアンスミーティングや研修等の場を
活用し職員に周知し、通報しやすいものとするよう取り組む。
また、通報があった場合には、迅速かつ的確な対応を行う。

（取組実績）
第１回コンプライアンスミーティングのテーマとして取り上げ、他の職員が発注者綱

紀保持規程に違反した事実を知った場合の対応方法について、全職員に確認・周知を行
いました。特に 「通報は違反行為の未然防止や自体の深刻化を回避するために必要な、
こと 「通報した職員は不利益な取扱いを受けないこと 「匿名性が確保されている」、 」、
こと」に重点を置いて説明しました。また、整備局が主催する原則全ての研修（３２研
修）で、研修題材として取り上げたほか、各ブロック等で実施している講習会等におい
ても周知を行いました。

報告（発注者綱紀保持規程第6条）

見て見ぬふりをしない（不正の芽を早期に摘む）

※ 報告を行ったことを理由とした不利益な取り扱いの禁止
※ 職員の意に背いた氏名等の調査の禁止（外部窓口経由時）

発注者綱紀保持担当者

報告した職員の保護

職員が発注者綱紀保持規程に抵触する事実を確認

① 発注事務に関して、職
員が違法・不当な行為
を行っていると思料す
る事実を発注者綱紀保
持担当者又は発注者綱
紀保持弁護士へ報告

※ 弁護士は、通報者が近畿地
方整備局職員であるか否か
の確認のうえ、通報者が特
定されないような措置を講
じたうえで回付

近畿地方整備局長

コンプライアンス推進本部

②報告の受理を通知

①

①

①※

発注者綱紀保持担当弁護士

③③整理のうえ報告

[④必要な調査を実施]

⑤報告 ⑤ ⑦

⑨

⑦意見

[⑥調査審議]

⑨調査結果を通知

[⑧必要な措置の実施]

[⑩調査結果の概要
及び措置内容の公表]

調査過程において必要な
連絡等（随時）

⑪調査結果の概要を通知

どちらかを選択

②

⑪

②

⑪
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（６）官庁綱紀保持に関する関係業界団体への協力依頼
国民の疑惑を招くことのないよう、事業者等の関係業界団体に対しても、綱紀の

保持に関する協力の文書による依頼を引き続き行う。
（取組実績）

令和元年７月１７日付け「中元期等における綱紀の保持のご協力について（依頼 」）
及び１１月２７日付け「年末年始等における綱紀の保持のご協力について（依頼 」に）
より関係業界団体（１５２団体）に対して、国民の疑惑を招くような行為の自粛につい
て依頼しました。
また、発注者綱紀保持の周知を図るため、リーフレット「コンプライアンスの保持に

ご協力ください」を、上記の依頼文書に同封しました。
さらに、職員に対しても、７月１７日付け及び１１月２７日付けで、利害関係者から

贈与を受けることの禁止、受け取ってしまった場合の速やかな返送等、綱紀の保持につ
いて周知・徹底を行いました。

２ 情報管理の徹底と入札契約手続きの適正な執行
平成３０年度に実施した確認チェックの結果を踏まえ、規程における「情報の適切

な管理」及び「秘密の保持」に重点をおいた取組を実施する。

（１）情報管理の徹底
予定価格、調査基準価格、総合評価の評価点数、入札参加予定者名などの機密情

報の管理方法や管理責任者の指定等、発注事務に関する情報管理ルールの周知徹底
を図る取組を継続して実施し、コンプライアンストレーニング等の機会に、実施状
況の確認を行う。
また、情報セキュリティ対策委員会との連携のもと、発注事務に関する情報の適

切な取扱いや個人情報の保護など情報管理の徹底を図る。
（取組実績）

第１回コンプライアンスミーティングのテーマとして取り上げ、発注事務に関する情
報管理ルールについて、全職員に確認・周知を行いました。また、整備局が主催する原
則すべての研修において研修題材として取り上げたほか、第３回コンプライアンストレ
ーニングにおいて、機密情報の管理方法や情報管理責任者等の指定等、発注事務に関す
る情報管理ルールについて確認を行うとともに、各ブロックのコンプライアンス・チー
ム会議において、日常業務における情報管理について、技術・事務副所長及び総務課長
等が情報交換を行いました。
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（２）積算業務と審査・評価業務の分離
積算業務と審査・評価業務の双方の情報を知る機会や知る者の数を限定すること

により情報漏洩の防止を図るため、本局・事務所において発注する工事の積算業務
と審査・評価業務の分離を行う。

（取組実績）
平成２５年度より、一般土木工事等について、当該事務所が発注する工事の「審査・

評価業務」を当該事務所以外のブロックの代表事務所で行うこととし、代表事務所に品
質確保課を設置し 「積算業務」と「審査・評価業務」を分離しました（下記ブロック、
構成のとおり 。また、平成２９年度より、本局発注工事について 「積算業務 「競） 、 」、
争参加資格の審査業務 「技術資料の審査・評価業務」の３つを分離し、同一の担当者」、
にこれらの業務を兼務させないようにするとともに、執務室の分離も図っています。
なお、港湾土木工事等については、当該事務所が発注する工事の「審査・評価業務」

を港湾空港部品質確保室で行うこととし 「積算業務」と「審査・評価業務」を分離し、
ています。

○ブロック構成

代 表 事 務 所 構 成 事 務 所

福井河川国道事務所 足羽川ダム統合管理事務所

九頭竜川ダム統合管理事務所

滋賀国道事務所 琵琶湖河川事務所

大戸川ダム工事事務所

京都国道事務所

福知山河川国道事務所 豊岡河川国道事務所

淀川河川事務所 猪名川河川事務所

大阪国道事務所

浪速国道事務所

淀川ダム統合管理事務所

近畿技術事務所

奈良国道事務所 大和川河川事務所

木津川上流河川事務所

国営飛鳥歴史公園事務所

兵庫国道事務所 姫路河川国道事務所

六甲砂防事務所

国営明石海峡公園事務所

和歌山河川国道事務所 紀伊山系砂防事務所

紀の川ダム統合管理事務所
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（３）技術提案書等におけるマスキングの徹底
入札参加業者名を知る者の数を限定するとともに、特定の業者に対する不公正な

評価及び情報漏洩の防止を図るため、業者から提出される技術資料等に記載された
業者名、所在地等のマスキングを徹底する。

（取組実績）
、 、入札参加事業者名の情報を管理する職員を限定し 事業者提案等に対する公平な評価

情報漏洩の効果的な防止に資するマスキングの徹底については、第１回コンプライアン
ストレーニングにおいてチェック、確認を行いました。
また、副所長会議、契約事務管理官会議などの機会を通じて、マスキングの徹底を改

めて周知徹底しました。
なお、平成２９年度より入札参加事業者の所在地等についてのマスキングを追加し、

徹底を図りました。

（４ 「２封筒事後審査型」の入札手続きの実施）
技術評価点と予定価格の漏えいの防止を図るため、一定の要件を満たす工事にお

いて「２封筒事後審査型（技術提案書等と入札書を同時提出させるとともに、予定
価格を入札書提出後に作成する方法 」を引き続き実施する。）

（取組実績）
平成２６年度より、予定価格６千万～３億円の一般土木工事及び予定価格５千万～２

億円の港湾土木工事の総合評価落札方式（施工能力評価）を対象として 「２封筒事後、
審査型」を実施しています。
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Ⅲ 職員のコンプライアンス意識向上の取組手法
（１）コンプライアンスミーティングの開催

全ての課等の所属単位で、職員相互間で綱紀保持についての再確認や意見を出し
合う場として「コンプライアンスミーティング」を年４回実施する。

（取組実績）
本局・全事務所において、コンプライアンスミーティングを年４回実施しました。
なお、ミーティングに参加できなかった職員に対しては、所属長が個別にミーティン

グの要点を伝えたうえで資料を配布し意見を聞くことにより、発注者綱紀保持をテーマ
とした第１回コンプライアンスミーティングでは全職員（実施・指導する立場の職員を
除く ）が参加をし、コンプライアンス意識を醸成するよう努めました。。

○第１回コンプライアンスミーティング（参加率１００％）
実施時期：令和５年５月３０日～７月５日
テ ー マ：発注者綱紀保持について

「事業者等との応接方法 「不当な働きかけに対する対応 「内部報告制度 、」、 」、 」
「情報の適切な管理と秘密の保持 、」

○第２回コンプライアンスミーティング（参加率９６．４％）
実施時期：令和元年７月２９日～１０月２１日
テ ー マ：行政文書の適切な管理について

○第３回コンプライアンスミーティング（参加率８７．３％）
実施時期：令和元年１１月１日～１１月２９日
テ ー マ：コンプライアンスに関する理解度チェック

○第４回コンプライアンスミーティング（参加率９６．７％）
実施時期：平成３０年１２月１２日～平成３１年１月２５日
テ ー マ：ハラスメントについて

「パワー・ハラスメント 「ケア（介護）ハラスメント」」、

（２）コンプライアンスに関する研修の継続的実施
年月の経過とともに違法性の認識が希薄にならないよう一人の職員が何年か毎に

繰り返しコンプライアンスに関する講義を受けるようにするため、平成３１年度に
おいても、近畿地方整備局が主催する原則すべての研修にコンプライアンスの講義
を設ける。
講義は、研修生同士が意見を出し合い、自分の身近な問題として捉え理解を深め

ることができるように、過去の不正事案を題材とし 「グループ討議 「コンプラ、 」、
イアンス研修用ＤＶＤ視聴 「理解度チェック」の活用を図る。」、
また、コンプライアンスの指導者を育成していくため、事務所課長等を対象とす

る「コンプライアンス専門課程研修」を実施する。
（取組実績）
１）コンプライアンスに関する講義

令和元年度は、２１研修においてコンプライアンスに関する講義を実施し、新規採
用職員研修、新任係長研修、新任管理職研修など、職員が繰り返しコンプライアンス
研修を受けられるようにしました。
また、研修生に対して過去の不正事案を題材とした「グループ討議 「コンプライ」、
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アンス研修用ＤＶＤ視聴 「理解度チェック」を実施し、的確な理解となるよう努め」、
ました。

主として対象とする
研 修 名

職員のクラス

新規採用職員 新規採用職員、新規採用職員（職場）

係 員 行政基礎（事務・Ⅰ期 、行政基礎（事務・Ⅱ期 、） ）

係長等及び係員 用地事務職員 初級 河川・道路 初級 用地事務職員 上（ ）、 （ ） （

級 、建設産業・不動産、環境技術、土砂災害緊急調査、）

新技術・情報化施工

係長等 新任係長＜Ⅰ期、Ⅱ期＞、道路管理、河川管理、

建設生産システム（監督員・検査 、広域・都市計画、）

建設生産システム（事務所係長級 、）

総務専門

事務所課長・建設専門官等 新任管理職、

コンプライアンス

２）専門課程「コンプライアンス研修」
令和元年９月１１日から１３日まで、コンプライアンスの指導者を養成する専門課

程研修を実施しました。

令和元年度 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス 」 研 修 日程表（案）
自： 1 年 9 月 11 日 （水）

(3日間)
至： 1 年 9 月 13 日 （金）

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 19 23

‥ ‥ ‥ ‥ ‥ ‥ ‥ ‥ ‥ ‥ ‥ ‥

00 30 00 30 00 30 00 30 00 00 30 00 30 00 30 00 30 00 15 15 00

9月11日

集 合 入
所
手
続

ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ

開 講 式

記念写真

昼

食

講話
国家公務員倫理規程・
セクハラ・パワハラ防止

＜事例研究＞

公共土木工事の
品質確保について

夕 食
（～22:00）

自習・入浴
（～23:00）

消
灯

13:00～
13:30

13:40～15:20 15:30～17:00

(水曜)

総務部長
総務部
人事計画官

企画部
技術管理課長

9月12日

朝
食

自
習
及
び
環
境
整
備

情報セキュリティ
ポリシーについて

不当要求対策について
＜事例研究＞

発注者綱紀保持について
＜事例研究＞

契約手続きについて

9:00～10:25 10:35～12:00 13:00～14:55 15:05～17:00
(木曜)

企画部
情報通信技術課長補佐

総務部
調査官

適正業務管理官
総務部

契約管理官
契約課長

9月13日

新
館
３
階

Ａ
会
議
室
へ

移
動

行政文書管理
について

個人情報保護
について

入札談合等関与行為
防止について
＜オープン講義＞

外部から見た公務員の
コンプライアンス

閉

講

式

退所
9:30～11:00 11:10～12:00 13:00～14:20 14:30～16:00

(金曜)

総務部
総務課長補佐

総務部
総務課長

公正取引員会事務総局
近畿中国四国事務所

弁護士
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（３）コンプライアンスに関する講習会等の継続的実施
事務所課長等を対象とする「コンプライアンス専門課程研修」では、外部講師を

招いた講義を設けるとともに、当該講義を広く活用するため、研修生以外でも受講
可能なオープン講義とする。
各ブロックにおいては、職員に対してのコンプライアンス啓発のための講習会等

を開催する。
（取組実績）
１）外部講師による発注者綱紀保持に関する講義

・令和元年９月13日： 入札談合等関与行為防止に「
ついて」＜オープン講義＞
（公正取引委員会近畿中国四国事務所）

・令和元年９月13日： 外部から見た公務員のコン「
プライアンス」
（発注者綱紀保持担当弁護士）

２）不当要求対策に関する講習会等
・令和元年10月25日：兵庫地区「不当要求に関する講習会 （警察、暴追センター）」
・ 10月30日：大阪地区「不当要求行為に関する意見交換会」

（警察、暴追センター、弁護士会）
・ 11月17日：奈良県域「暴力団等排除連絡協議会」

（警察、暴追センター）
・ 11月11日：福井ブロック「暴力団等排除・不要要求対策研修会」

（警察、暴追センター、弁護士会）

・ 11月14日：滋賀地区「不当要求対策講習会 （警察、暴追センター）」
「 」（ 、 ）・ ２月 ：京都府域 不当要求行為に関する意見交換会 弁護士会 暴追ｾﾝﾀｰ

３）ハラスメントに関する講習会等
・ ９月19日、20日：本局「ハラスメント講習会」
・ 12月 ３日：浪速国道事務所「ハラスメント講習会」
・ 12月17日：和歌山河川国道事務所「ハラスメント講習会」
・ １月29日、30日：本局「ハラスメント講習会」

４）事務所におけるコンプライアンス講習会等
・令和元年５月17日：紀伊山系砂防事務所「コンプライアンス講習会（DVD視聴 」）
・ ５月29日：琵琶湖河川・大戸川ダム事務所「情報セキュリティ講習会」
・ 10月９日：国営明石海峡講演事務所「情報セキュリティ講習会」
・ 10月10日：滋賀国道事務所「情報セキュリティ講習会」

・ 11月５日：舞鶴港湾事務所「倫理講習会」
・ 11月11日：大阪港湾空港整備事務所「倫理講習会」
・ 11月11日：神戸港湾事務所・神戸港湾空港整備事務所「倫理講習会」
・ 11月29日：兵庫国道事務所「情報セキュリティ講習会」
・ 12月４日：和歌山事務所「倫理講習会」
・ ２月７日：福知山河川事務所「コンプライアンス講習会 （豊岡・舞鶴参加）」

５）その他の講習会
以下の会議等でコンプライアンスに関する講義を実施した。
・令和元年６月20日：契約事務管理官会議
・ ７月３日：営繕部勉強会
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（４）所内会議等による綱紀保持等の周知
各事務所の所内会議等を通じて、官製談合防止、発注者綱紀保持、服務・倫理の

遵守等コンプライアンス全般に関して、職員への注意喚起などを定期的に行う。
また、所内会議等において活用できるよう、現実に生じたコンプライアンス違反

、 、 。等の事案に係る情報を 適宜 本局適正業務管理官チームから事務所等に提供する
（取組実績）

概ね毎週１回開催される各事務所の幹部職員で構成される所内会議や概ね月１回開催
される各事務所の課内会議において、適宜、コンプライアンスに関する注意喚起を行い
ました。
また、本局適正業務管理官チームから、月１回程度、公務員の不祥事事案の報道など

コンプライアンスに係る情報を事務所コンプライアンス・チームに提供することによ
り、現実に生じているコンプライアンス事案を周知し、職員がより身近な問題としてコ
ンプライアンスを捉えられるよう努めました。

（５ 「コンプライアンス等携帯シート」の配布・携帯）
職員のコンプライアンス意識の徹底及び日々の行動に役立つ資料として、コンプ

「 」 、ライアンスに関する基本的な事項を網羅した コンプライアンス等携帯シート を
全職員に配布し携帯させる。

（取組実績）
本局及び全事務所において 「コンプライアンス等携帯シート」を作成し、全職員に、

配布して携帯させています。
また、第１回コンプライアンストレーニングにおいて 「コンプライアンス等携帯シ、

ート」の配付について確認するとともに、新規採用者、転入者に対して概要を説明しま
した。
なお、服務倫理に関する内容を追記するなど令和２年３月に改訂をしました。

（６）内部ホームページ掲載によるコンプライアンスに関する事項の周知徹底
コンプライアンスに関する周知徹底を行うため、近畿地方整備局の内部ホームペ

ージにおいて、コンプライアンスに対する考え方から再発防止策に至るまで必要な
情報などを掲載し、職員がいつでも活用できるよう発信する。

（取組実績）
コンプライアンス推進体制、再発防止策（関係規則・マニュアル等 、各種報告制度）

等、過去の不正事案等を、職員が常時確認できるよう内部ホームページに掲載し、情報
発信を行いました。
また、ｅラーニング教材「発注者綱紀保持」を作成し、内部ホームページに掲載しま

した。

（７）コンプライアンス遵守メッセージの表示
職員のコンプライアンスに関する意識向上とその徹底を図るため、全職員を対象

として、行政パソコンの立ち上がり時に、コンプライアンス推進本部員からのコン
プライアンスメッセージを定期的に表示する。
また、メッセージをより身近なものとして理解できるようにするため、具体的な

事例を併せて掲載する。
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（取組実績）
「コンプライアンス推進本部員から職員へのメッセージ」を、パソコン立ち上げ時の

ホップアップにより掲載しました。
また、コンプライアンスに関する具体的な不祥事事例等を併せて掲載しました。

（８）eラーニングシステムを活用した啓発
研修等に参加する機会の少ない職員も無理なく自席で受講できるよう、eラー

ニングシステムを導入・活用し、職員一人一人のコンプライアンスに関する知識
の向上と意識の定着を図る。

（取組実績）
香川県が開発したｅラーニングシステムを導入し、第３回コンプライアンスミーティ

ングをコンプライアンス理解度チェックとして実施しました。eラーニングシステムで
回答結果を集計することができるため、所属や年齢などの属性ごとに正答率などを分析
することが可能となりました。

（９）退職予定者に対するコンプライアンスに関する事項の周知徹底
退職後におけるコンプライアンスの徹底を図るため、退職予定者に対し、コンプ

ライアンスの心構え、入札談合等関与行為の事例、入札談合等に関与した場合の厳
しいペナルティ及び再就職規制等の説明を個別に行う。

（取組実績）
定年退職予定者に対して、再就職規制等の説明を個別に行いました。
また 「定年退職予定者年金・再任用募集要領等説明会」においても、再就職規制等、

について説明しました。

近畿地方整備局コンプライアンス推進本部
から職員の皆様へメッセージをお伝えします

推進本部長
井上 局長

自分の仕事に誇りを持って、国民に対して常に誠実で
ある。当たり前のことですが、コンプライアンスの取り
組みを続けることが大切です。

今週のメッセージ

最近の官製談合防止法違反事件

◎官製談合 丹波市職員を逮捕
兵庫県警は２８日、昨年９月に実施された丹波市発注の老朽管更新工事の一般競争入札で、
非公表の設計金額と直接工事費を漏らしたとして、官製談合防止法違反などの疑いで、工事
の設計を担当した丹波市水道部工務課主査を逮捕した。

【関連情報：公文書改ざん 丹波市職員を停職６ヵ月】
丹波市は、公文書を改ざん、捏造した水道部の主査を、６カ月停職の懲戒処分とした。
主査は、自身が担当した水道管設置工事など４件について、業者への請負代金の支払いや検査業務の遅れ
が発覚するのを免れようと、関係書類の日付などを改ざん。一部の事案では、担当課長名を模倣して記入し
たり、課長の印鑑を自分で購入して押印するなどし、偽の書類を作成していた。

入札談合等入札に関する違法行為に関与した職員に対しては
厳正な懲戒処分、損害賠償請求、刑事処罰等がなされます。

近畿地方整備局コンプライアンス推進本部
から職員の皆様へメッセージをお伝えします

日々行っている仕事の内容が、国民から理解と信頼を得
られるのかという観点でチェックしていくことが重要で
す。仕事を行うときに、「国民に説明できるのか」という
ことを常に意識してください。

今週のメッセージ

最近の官製談合防止法違反事件

群馬県警は１１月１８日、高崎市発注の劇場の備
品購入の入札価格を業者らに漏らしたとして、高崎
市職員ら３人を官製談合防止法違反と公契約関係競
売入札妨害の疑いで逮捕した。同職員は４月、市か
ら劇場の管理運営を行っている財団に派遣
されていた。逮捕された３人は同じ高校の
卒業生だった。

高崎市

富山県警は１０月２９日、富山市発注の道路の補修
工事の予定価格を漏らしたとして、市建設課主査ら
を官製談合防止法違反容疑と公契約関係競売入札妨
害容疑で逮捕した。

富山市

推進本部長
井上 局長
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Ⅳ その他コンプライアンスの推進を図る事項
以下の項目について、問題意識の高まり、社会情勢の変化を踏まえて、関係部局

と連携しつつ、職員のコンプライアンスの推進を図る。

１ 公文書管理
「公文書管理に関するガイドライン」や「国土交通省行政文書管理規則 「地」、

方整備局行政文書取扱規則」等の公文書管理に関する諸規定について、研修や各
種会議等の場を活用して職員に周知し、ガイドライン等のルールに則った適正な
公文書管理の啓発を行う。

（取組実績）
第２回コンプライアンスミーティングのテーマとして取り上げ、適正な公文書管理

の啓発を行いました。
また、７月２５，２６日の２日間で計４回の全職員を対象とした公文書管理に関す

る講習会を開催し、公文書の適正な管理の啓発を行いました。共聴システムにより各
事務所において受講ができるようにしました。
また、各事務所や各ブロックにおいて公文書管理に関する講習会も行いました。

２ 服務規律・ハラスメントの防止
服務やセクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント等のハラスメント

防止について、研修等の場を活用して啓発を行う。
（取組実績）

第４回コンプライアンスミーティングのテーマとして取り上げ 「パワー・ハラス、
メントの類型」や「ケア（育児・介護）ハラスメント」について全職員に確認・周知
を行いました。
また、課長補佐クラスを対象とした講習会及び外部講師による事務所長以上の幹部

職員を対象とした講習会を開催し、ハラスメント防止の啓発を行いました。

蹴ったり、殴ったり、体に危害を加えるパワハラ 侮辱、暴言など精神的な攻撃を加えるパワハラ 仲間外れや無視など個人を疎外するパワハラ

遂行不可能な業務を押し付けるパワハラ 本来の仕事を取り上げるパワハラ 個人のプライバシーを侵害するパワハラ
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３ 不当要求行為等への対応
不当要求行為等対策要綱に基づく対応策や受注業者が暴力団員等による不当介

入を受けた場合の措置について、研修等の場を活用し、啓発を行う。
また、不当要求行為等が発生した場合においては、組織として必要な措置を講

ずるために、不当要求行為等対策要綱に基づく対応の啓発を行う。
（取組実績）
１）職員に対する周知徹底

近畿地方整備局で実施している１８研修において、不当要求行為等の講義を実施し
周知を行い、令和元年１１月１３日には 「用地事務職員（上級）研修」において、、
「行政対象暴力の実情と対応策」をテーマとして、大阪弁護士会から講師を招いてオ
ープン講義を実施しました。
さらに、各ブロックにおいて、府県警察本部、暴力追放運動推進センター、弁護士

会の協力を得て、講習会等を実施しました。
不当要求行為等の講義を実施した研修

新規採用職員研修、行政基礎（事務・Ⅱ期 、構造物設計、総務専門、用地事務職員（上）
級 、建設産業・不動産、広域・都市計画、道路管理、河川管理、土砂災害緊急調査、新）
技術・情報化施工、新任係長＜Ⅰ期、Ⅱ期＞、建設生産システム（監督員・検査 、建設）
生産システム（事務所係長級 、新任管理職、コンプライアンス、港湾事務・技術者）

２）府県警察本部、暴力追放運動推進センター、弁護士会との連携
管内各府県警察本部、暴力追放運動推進センター、弁護士会と連絡会等を開催する

など関係機関との連携を強化し、有事の協力体制を確保しました。

ロールプレイング（職員vs大阪弁護士会）ロールプレイング（職員vs大阪府警）

地元を代表して来てるんじゃ！
責任者はお前か！

前任者は補償すると言った！
前任者が帰庁するまで何時で
も待たせてもらう！
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Ⅴ 推進計画の実施状況及び実効性の定期的検証
１ コンプライアンス推進本部によるモニタリング等

推進本部会議においてコンプライアンス推進責任者等から取組状況に関する報告
を聴取等するコンプライアンス推進本部によるモニタリングを継続して実施すると

、 。ともに 報告された内容を各事務所のコンプライアンス推進責任者と情報共有する
また、前年度のコンプライアンスに関する取り組み結果についても、引き続きホ

ームページで公表する。
（取組実績）

コンプライアンス推進本部会議の場を活用して、各回２名のコンプライアンス推進責
任者（事務所長）から、
①事務所長としてのコンプライアンスの推進に関する意識等
②令和元年度近畿地方整備局コンプライアンス推進計画における重点事項に対する
取組

③その他コンプライアンスの推進を図る事項
④応札・受注割合の推移状況等
⑤その他事務所独自の取組や課題

について取組状況を聴取しました。
また、令和元年７月１日に、令和元年度（平成３１年度）のコンプライアンスに関す

る取組結果を近畿地方整備局のホームページで公表しました。

○コンプライアンス推進責任者からの取組状況報告

会議開催日 コンプライアンス推進責任者

令和元年５月28日 淀川ダム統合管理事務所長 近畿技術事務所長

６月10日 福井河川国道事務所長 紀伊山系砂防事務所長

７月23日 足羽川ダム工事事務所長

10月８日 国営飛鳥歴史公園事務所長 和歌山河川国道事務所長

11月12日 大戸川ダム工事事務所長 猪名川河川事務所長

12月９日 大和川河川事務所長 九頭竜川ダム統合管理事務所長

令和２年 １月15日 京都国道事務所長 神戸港湾事務所長
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２ 事務所ごとの応札状況の透明化・情報公開
応札状況の透明化・情報公開のため 事務所ごとの年間を通じた一般土木工事 Ｃ、 （

等級）及び港湾土木工事（Ｂ等級）の落札率及び業者別年間受注額・受注割合につ
いて、引き続きホームページで公表する。

（取組実績）
平成２９、３０年度の事務所ごとの年間を通

じた一般土木工事（Ｃ等級）及び港湾土木工事
（Ｂ等級）の落札率及び業者別年間受注額・受
注割合を、近畿地方整備局ホームページで公表
しました。
また、平成２９年度から令和元年度までの一

般土木工事（Ｃ等級）の月別平均落札率を、ホ
ームページで公開しました。

３ コンプライアンストレーニングの実施
過去の不正事案に対する再発防止策等の既定のルールが実践されているかの診断

及び職場運営のあり方についての啓発指導を行い、再発防止策の取組等を風化させ
ることのないように、組織の健康づくりに向けた取組を引き続き実施する。

（取組実績）
各種再発防止対策の項目の中から、その時期に

合った項目を設定し、年３回コンプライアンスト
レーニングを実施しました。
第１回、第３回は、各ブロックごとに他の事務

所の副所長が、当該事務所において再発防止対策
等が適正に実施されているか、チェックシートを
用いて出席者間で確認するとともに、意見交換を
行いました。
第２回は、各ブロックごとに他の事務所の総務

課長が、当該事務所において再発防止対策等が適
正に実施されているか、チェックシートを用いて

、当該事務所の総務課長との間で確認するとともに
意見交換を行いました。

○第１回コンプライアンストレーニング

実施時期：令和元年６月～７月

実施内容：①コンプライアンス意識向上の取組

②コンプライアンスの推進体制

③綱紀保持の徹底

④不当要求行為対応

⑤危機管理

⑥業務委託の適正化

⑦行政文書管理の適正化

 

各ブロックの

コンプライアンス担当

建設専門官

実施者

ブロック内他の事務所

副所長

当該事務所

副所長（事）

当該事務所

副所長（技）
当該事務所

副所長（技）
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○第２回コンプライアンストレーニング

実施時期：令和元年９月～１０月

実施内容：①執務環境の整備等（発注者綱紀保持、不当要求行為対応）

②業務委託の適正化（車両管理業務）

③庁舎管理（代表者の選任等、庁舎の目的外使用等、災害の防止）

④官貸与携帯電話の情報保持（紛失時の対応等）

⑤情報セキュリティー（外部記録媒体の取扱い）

○第３回コンプライアンストレーニング

実施時期：令和元年１２月～令和２年１月

実施内容：①発注事務に関する情報管理の徹底

（機密情報の管理方法、情報仮責任者等の指定等、情報管理ルールの周知徹底）

②図面作成業務の適正な執行（手続きの見直し、検査手続きの厳格化）

③予算管理の厳格化（予算管理の体制、方法）
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Ⅵ コンプライアンスへの取組に関する内部監査
監査官が事務所に対して行う一般監査において、コンプライアンスに係る事項も

監査事項とし、監査を行う。

（取組実績）
令和元年度近畿地方整備局一般監査実施計画書において、以下の事項を重点監査項目

とし、監査時に事務所長及び副所長に対してヒアリングを行いました。
①講習会等コンプライアンス意識の徹底に関する取組
②事業者・ＯＢ等との接触・対応に関する取組
③機密情報管理の徹底に関する取組
④応札・落札状況の分析に関する取組
なお、令和元年度は１４事務所（室）で監査を実施しました。

上記監査を実施した結果、概ね適切に取り組んでいることが確認できたが 「③機密、
情報管理の徹底」については、情報管理役職表が現状に適合していない事例や情報の管
理状況の点検・報告ができていない事例等が見受けられたことから、適切に実施するよ
う指導しました。
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令和元年度近畿地方整備局コンプライアンス推進計画の取組の評価
令和元年度の推進計画についての評価は以下のとおり。

推進計画「Ⅰ コンプライアンス推進体制」
コンプライアンス推進体制の整備及び活用をしました。
特に、推進室員による事務所巡回は、事務所長及び副所長等と直接、意見交換を行

うことにより、コンプライアンス推進に向けた取組の工夫や事務所運営の課題をより
、 、 。具体的に把握できることから 今後 様々な取組に活かせるものであると考えられます

推進計画「Ⅱ 発注事務に係る法令の遵守及び綱紀の保持」
推進計画に沿って、綱紀保持の取組を実施し、発注者綱紀保持規程、国家公務員倫

理規程及び不当要求対策要綱は、概ね職員に浸透していると認められます。
しかしながら、コンプライアンス理解度チェックの結果では 「情報管理の徹底 、、 」

「事業者等との応接方法」及び「不当な働きかけへの対応」についての理解が十分と
は言い切れず、引き続き重点をおいた取組を行います。
また、発注者綱紀保持規程に抵触する事実を確認した場合の報告は、ここ数年「０」

件が続いており、今年度も報告は「０」件であった。平成２９年度に実施したアンケ
ート調査の結果において記名での報告は、報告者への不利益に繋がるのではないかと
の不安が見受けられている。そこで、他地方整備局における匿名による報告の実態や
コンプライアンス・アドバイザリー委員のご意見等を確認し、令和２年度から匿名に
よる報告を認め、安心して職員が報告できる環境を整備していきます。

推進計画「Ⅲ 職員のコンプライラアンス意識向上の取組手法」
推進計画に沿って、コンプライアンスミーティングの開催、コンプライアンスに関

する研修や講習会等など、職員のコンプライアンス意識の向上を図る取組を実施し、
全体として職員のコンプライアンス意識の向上が図られたと推察されますが今後も継
続して職員の意識向上に取り組んでいきます。
また、令和２年度においてコンプライアンスミーティングの実施メンバーの工夫や

所属、役職、年齢等の属性ごとの特性に応じた講習会等を実施し、職員の意識がさら
に向上が図られるよう努めていきます。

推進計画「Ⅳ その他コンプライアンスの推進を図る事項」
発注事務を中心とした法令遵守及び綱紀の保持以外の公文書管理やハラスメント等

の公正性及び倫理性に係る社会的責任に関する国民目線からの要請の高まりに応える
とめのコンプライアンスの取組として、コンプライアンスミーティングのテーマとし
て取扱い、研修や講習会を実施し、職員の意識の向上などコンプライアンスの推進が
図られたと推察されます。
しかしながら、本省文書管理定期監査において実施が一部できていないなど講評さ

れていることや令和２年度にはパワハラに関する人事院規則の制定・施行が予定され
ていることから、適正な実施が図られるよう今後も継続して取り組んでいきます。
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推進計画「Ⅴ 推進計画の実施状況及び実効性の定期的検証」
計画に沿って、コンプライアンス推進本部会議において、コンプライアンス推進責

任者から取組状況に関する報告の聴取やコンプライアンストレーニングなど推進計画
の実施状況及び実効性の定期的検証を実施しました。
聴取する報告内容のマンネリ化防止の工夫を図り、今後も継続して取り組んでいき

ます。

推進計画「Ⅵ コンプライアンスへの取組に関する内部監査」
計画に沿って、コンプライアンスに関する事項を重点項目に入れた一般監査を実施

し、監査対象事務所において、概ね適切に取り組んでいることが確認できました。
しかしながら、機密情報管理の徹底については、一部において「情報管理役職表」

が現状に適合していない事例や情報の管理状況の点検・報告ができていない事例等が
見受けられたことから、適切に実施するよう指導しました。
令和２年度においても、一般監査において、コンプライアンスに係る事項の監査を

実施していきます。

おわりに

近畿地方整備局では、近年重大な不祥事が発生していません。これは、コンプライアン
スに対する継続的な取組の実施により、近畿地方整備局の全職員のコンプライアンスに対
する意識が醸成され、重要性が認識された結果であると考えられます。

しかしながら、コンプライアンス理解度チェックでは、一部の取組について理解が十分
。 、とは言い切れない結果や一般監査においても改善を要する事項が見受けられました また

「発注事務に係る法令遵守及び綱紀の保持」以外の「公文書管理（森友問題における財務
省による決裁文書の改ざんや桜を見る会の不適切な公文書管理 」や「ハラスメント（令）
和２年に人事院規則の制定及び施行を予定 」等の公正性及び倫理性に係る社会的責任に）
関する国民目線からの要請の高まりに応えるための取組も一層重要になってきています。

今後、これらの課題への対策も含めた令和２年度近畿地方整備局コンプライアンス推進
計画に基づき、引き続きコンプライアンスの推進に努めてまいります。


